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小笠原諸島振興開発特別措置法第 49 条の規定に基づ

き、令和４年度に講じた小笠原諸島の振興開発に関す

る施策について、国土交通大臣が小笠原諸島振興開発

審議会に報告するもの。 

資料１－１ 

第 101 回 小笠原諸島振興開発審議会資料 



  
 

1 
 

【目 次】 
 

１ 土地の利用  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
２ 道路、港湾等の交通施設及び通信施設の整備、人の往来並びに物資の流通及び廃棄

物の運搬に要する費用の低廉化その他の交通通信の確保 

(1) 港湾 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

(2) 航路・航空路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

(3) 道路・島内交通 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

(4) 情報通信（デジタル化の推進）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

(5) 人の往来等に要する費用の低廉化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

３ 地域の特性に即した農林水産業、商工業等の産業の振興開発 

(1) 農業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

   (2) 水産業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

   (3) 商工業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

   (4) 先端技術の導入及び生産性の向上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

   (5) 他産業との連携 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

４ 雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進  ・・・・・・・・・・１３ 

５ 住宅及び生活環境の整備 

(1) 住宅 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

   (2) 簡易水道 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 
   (3) 生活排水処理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

   (4) ごみ処理 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 
６ 保健衛生の向上  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

７ 医療の確保  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

８ 高齢者の福祉その他の福祉の増進 

(1) 高齢者・障害者福祉 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

   (2) 児童福祉 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

   (3) 地域福祉 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 
９ 自然環境の保全及び再生並びに公害の防止 

(1) 自然環境の保全・再生 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

   (2) 自然公園 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

   (3) 都市公園 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

   (4) 海岸漂着物対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 

   (5) 公害の防止 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 
１０ 再生可能エネルギー源の利用その他のエネルギーの供給  ・・・・・・・・２７ 

１１ 防災及び国土保全に係る施設の整 

(1) 防災対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 

   (2) 国土保全対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 



  
 

2 
 

１２ 教育及び文化の振興 

(1) 教育 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２９ 

   (2) 文化・スポーツ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 
１３ 観光の開発 

(1) 観光資源の開発と観光振興 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

   (2) 観光業と他産業の連携強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 
１４ 国内及び国外の地域との交流の促進  ・・・・・・・・・・・・・・・・・３３ 

１５ 振興開発に寄与する人材の確保及び育成  ・・・・・・・・・・・・・・・３４ 

１６ 振興開発に係る事業者、住民、特定非営利活動法人その他の関係者間 

における連携及び協力の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 

１７ 帰島を希望する旧島民の帰島の促進  ・・・・・・・・・・・・・・・・・３４ 

 

 

  



  
 

1 
 

１ 土地の利用 

小笠原諸島は、父島・母島列島を中心に太平洋上に 30 余りの島々が散在しており、

平地が少ないうえ、その大半が国立公園や森林生態系保護地域に指定されているため、

生活を営むために活用できる土地は非常に限られている。 

また、昭和 19 年の強制疎開により、長い期間、帰島を許されなかったという歴史的

背景から、その後も帰島できていない旧島民等の不在地主が多数存在するなどの問題

がある。 
このため、地籍調査を推進し、土地の所有状況を明確にするとともに、農地情報整

理台帳等の活用により土地取引を活性化させるなど、土地の有効活用を図っている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 国土調査法に基づき、地籍調査を二子・小曲地区（いずれも父島）において実施

【都・村】 

○ 小笠原村農業委員会において、農地情報整理台帳による需給のマッチングを行

い、農地流動化を推進【村】 

○ 特別賃借権の課題整理を行うため、権利者（父島・母島）所在確認調査を実施

【都】 

 

２ 道路、港湾等の交通施設及び通信施設の整備、人の往来並びに物資の流通及び廃棄

物の運搬に要する費用の低廉化その他の交通通信の確保 

⑴ 港湾 

本土から約 1,000km 離れて位置する小笠原諸島において、港湾施設は住民生活の

維持、産業の振興等に必要不可欠であり、復帰以降、施設整備や改良が着実に進め

られてきている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 施設の老朽化に対応するための岸壁改良及びははじま丸の新造船の就航に対応す

るための港湾整備を実施【都】[小笠原諸島振興開発事業費補助金（以下「振興開

発補助金」という。）]（図１） 

○ 沖港の沖防波堤の整備計画方針について検討を実施【都】 
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⑵ 航路・航空路 

小笠原諸島父島と本土とを定期的に結ぶ交通アクセスは「おがさわら丸」に限ら

れ、母島への交通手段は父島・母島間を結ぶ「ははじま丸」が唯一の定期航路であ

る。これまで、唯一の定期貨客船として、住民や来島者の輸送はもとより、生活物

資などの必需品の運搬も担っており、安定的な住民生活を支えてきた。 

「おがさわら丸」及び「ははじま丸」は、多様化するニーズ、世界自然遺産登録に

よる乗船客の増加、経年劣化の進行への対応、並びに住民の生活安定のため、大型

化・快適化された新造船が平成 28 年 7 月に就航した。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
  ○ 定期船の運航スケジュールや快適性・利便性向上に係る事項について、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響を考慮しつつ、運航事業者と協議を実施【村】 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
航空路については、関係者間の円滑な合意形成を図るため、平成 20 年２月に東京

都と小笠原村で「小笠原航空路協議会」を設置し、世界的に貴重な自然環境への影響

をはじめ、費用対効果、運航採算性等の調査・検討を行っている。（平成 31 年３月の

第８回小笠原航空路協議会から、国土交通省国土政策局長が新たに委員として参加） 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 航空路については、引き続き PI※の実施に向けた調査等を実施【都】 

※PI（パブリック・インボルブメント：Public Involvement） 

政策の立案段階や公共事業の構想・計画段階から、住民が意見を表明できる場を設け、そこ

での議論を政策や事業計画に反映させる手法のこと。 

○ 令和４年度は、東京都において、令和３年度までに実施した調査の結果を踏まえ、

飛行場の基本構造や工法等の実現性を確認するための調査等を進めるとともに、引

き続き気象・自然環境などの調査や小笠原において運用可能な航空機に関する調査

を実施し、その内容について関係者間で情報を共有【国・都・村】 

 

（参考）小笠原村への入り込み客数の推移 
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⑶ 道路・島内交通 

小笠原諸島は台風常襲地域であるため、法面崩壊や落石などによる道路災害発生、

大規模地震発生時の津波による道路の浸水、更に老朽化においては塩害による被害

の顕著化など課題を抱えている。道路の安心・安全のため、防災点検や５年に１度

の定期点検等の結果を踏まえた災害防除を実施するとともに、老朽化対策等を進め

ている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 道路の安心・安全の確保のため、道路災害防除及び拡幅整備を実施【都】[振興

開発補助金]（図２） 

＜道路災害防除＞ 

父島（小曲）、母島（庚申塚） 

＜拡幅整備＞ 

母島（猪熊谷）：拡幅整備 L=60m 

○ 津波等被災時における集落の分断を防止することを目的とした父島循環線‐行文

線（清瀬奥村）（以下「防災道路」という。）の今後の工事の進め方と令和５年度

着手予定の工事内容について、令和５年１月に住民説明会を実施【都・村】 

○ 防災道路の工事着手に向け、道路詳細設計、地質調査、環境調査を実施【都】 

○ 沖港北港線‐北進線（猪熊谷・母島）において、自然環境の保全を図りつつ事業

を進めるため、環境調査や専門家会議（２回）を実施【都】 

○ 道路の安心・安全の確保のため、村道の排水性舗装を実施。新しい分譲地に村道

を新設【村】[振興開発補助金]（図３） 

・父島東町１号線、西町１号線の排水性舗装（118.3ｍ） 

   ・父島奥村３号線の新設整備（80ｍ） 
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⑷ 情報通信（デジタル化の推進） 

小笠原村における支所、診療所等の公共施設を結んでいる既設の光ファイバ網を

本土に接続するための東京都の「小笠原海底光ファイバーケーブル敷設による情報

基盤整備、保守及び運用事業」により、八丈島・小笠原諸島（父島・母島）間に海底

光ファイバーケーブルが敷設され、平成 23 年度からブロードバンドによるインター

ネット接続や地上波デジタル放送サービスを提供している。 
都立広尾病院と小笠原村診療所及び小笠原村母島診療所間を繋いでいる CT 画像

等を相互に送受信するための「画像電送システム」では、ブロードバンドの利用に

より、画像送信速度が大幅に改善されている。 
「画像電送システム」を活用した診療支援、研修等の実施のほか、各学校への１

人１台のパソコン配備により、遠隔医療や遠隔教育などの取組を進めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
〇 伊豆・小笠原諸島を往来する利用者の利便性向上を図るため、島しょ船舶・航空

機の時刻や運航状況等の交通情報を一元的に提供するWeb サイト及びスマートフォ

ンアプリ「東京宝島うみそら便」を公開【都】 

〇 小笠原における５Ｇ化の取組を促進するため、都が保有する情報通信基盤を５Ｇ

対応可能な環境へ更新【都】 

 

⑸ 人の往来等に要する費用の低廉化 

小笠原諸島は本土から約 1,000km 離れているため、人の往来、物資の流通及び廃

棄物の運搬に要する費用の面で、住民生活の安定や観光産業の振興にとって不利性

を有している。 

人の往来については、運航事業者等による村民割引などの運賃割引制度が導入さ

れており、利用者の負担軽減を図っている。 
物資の流通については、小笠原諸島で販売される生活物資の本土からの海上輸送

費に対し、都がその一部を支援し、島内の物価安定を図っている。 
また、農水産物の小笠原諸島から本土への輸送費についても、都がその一部を支

援し、産業の振興を図っている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 島内の生活物資の物価安定のため、本土からの海上輸送費の支援を実施（生活物

資輸送費補助）【都】 

○ 農水産業振興のため、農水産物の本土への輸送費の支援を実施。また、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大等による島内生産者への影響を軽減するため、本土と父島

間の輸送に係る補助率の時限的引き上げを実施（生産物貨物運賃補助）【都】 

○ 離島航路運営費等補助金により、本土～父島間及び父島～母島間の航路収支の改

善や利用者の負担軽減（離島住民運賃割引）を実施（地域公共交通確保維持改善事

業）【国・都】 

○ 他地域における運賃低廉化の制度等について情報収集を実施【村】 
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３ 地域の特性に即した農林水産業、商工業等の産業の振興開発 

⑴ 農業 

小笠原諸島は、年間を通じて亜熱帯性の気候を生かした熱帯果樹や野菜の栽培を

中心に行われている。 
復帰以降、ほ場造成や農道などの農業生産基盤の整備を進めるとともに、各種試

験研究や栽培技術指導により、農業生産活動は充実し、農産物の安定生産や農業の

担い手の育成・確保を図っている。 
台風や低気圧などによる強風害、塩害等のリスクが常に存在しており、今後も劣

化した施設の更新が必要となっている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 農用地等の利用権設定等を促進（新規５件、更新３件、延べ 35 件）【村】 

○ 小笠原村農業委員会において、農地情報整理台帳による需給のマッチングを行い、

農地流動化を推進【村】（再掲） 

○ 農業用水の安定供給と渇水対策を計画的に進めるため、かんがい施設整備を実施

【都】[振興開発補助金]（図４） 

貯水施設設置工事（造成工事等）１箇所 

○ 都との協定に基づき、村内の農道を順次、移管を受け自主管理を実施【村】 

○ 農業被害を抑制するため、アフリカマイマイの防除やノヤギの駆除を実施【都・

村】[振興開発補助金] 

○ 亜熱帯農業センター（父島）では、平棚仕立てパッションフルーツ栽培における

最適な栽植密度の検討、レモンの剪定程度による収量性の把握等を実施。研究成果

を生産者に還元し、安定生産を支援【都】 

〇 安定的な試験研究を遂行するため、亜熱帯農業センター圃場管理棟の設計委託を

実施【都】[振興開発補助金] 

○ 農業経営の強化・規模拡大を目指す農業者に対して中ノ平自立支援農業団地（露

地ほ場、鉄骨ハウス）、蝙蝠谷農業団地（耐風強化型ハウス）を有償で提供【村】 

○ 農業者の農地の確保及び規模拡大の観点から、平成 30 年度より、蝙蝠谷農業団地

の活用を硫黄島旧島民のほか一般農業者にも対象を広げ、就農を支援【都・村】 

○ 営農研修所（母島）では、トマトの品種比較試験や障害果発生抑制試験、コーヒ

ー等嗜好作物の現地適合や有利性の検討、カンキツ類の接ぎ木や取り木等の技術指

導や農業経営に関する研修、巡回指導、特産作物の実証展示を実施【都】 

○ 意欲が高く就農間もない農業者に対して資金を交付（年間最大 150 万円）（経営

資金等）【国・都・村】 
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⑵ 水産業 

小笠原では、広大で豊かな漁場を生かした縦縄漁業や底魚一本釣り漁業などを行

っている。漁業の基盤となる漁港の整備は、小笠原諸島の振興開発に不可欠であ

り、昭和 43 年に復帰後、小笠原島漁業協同組合が設立されて以降、港湾とともに

重点的に整備を進めてきており、第４種漁港として地元漁業者の生活安定に大きく

寄与している。そのほか、他県船の避難・休憩・前線基地としての役割等のほか、

遊漁船などの観光産業の拠点として利用され、産業振興へ寄与している。 
また、水産センター（父島）による各種調査や試験研究成果の普及・指導の充実

により、漁業生産活動の進展がみられる。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 漁船が安全に停泊できる水域を確保するため、二見漁港における突堤整備につい

て実施設計を実施【都】 

○ 調査指導船「興洋・みやこ」による海況の把握や試験操業、無線局の維持等によ

り、漁業生産性の向上や操業の安全を通して水産業を振興【都】 

○ 離島漁業再生支援交付金（離島の漁業集落が行う離島漁業再生に係る漁場の生産

力の向上等）【国】 

 

（参考）密漁船に対する対応 

○ 中国サンゴ船の違法操業対策（引き続き取締りを実施）【国】 

○ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業（漁業者による外国漁船の投棄漁具等の回収・処分の

支援）【国】 
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⑶ 商工業 

小笠原村商工会は、島内の商工業者に対して、巡回相談、経理・税務などの指導、

各種講習会の開催などの経営改善普及事業を実施し、経営の相談・指導・改善・育

成を行っており、都はこの取組を支援している。 
また、特産品のブランド化を促進するための他産業との連携に向けた取組が進め

られている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 商工会が実施する小規模事業者の経営安定化を目的とした経営改善普及事業に対

し、補助金による支援を行い、商工会の育成及び経営指導力の向上を推進【都】 

○ 商工会が実施する税務相談会等を支援【村】 

○ 商工会開催による群馬県内の百貨店での物産展を支援（10 月）【村】 

 

⑷ 先端技術の導入及び生産性の向上 

小笠原諸島における農水産業の振興及び発展については、振興開発事業により、

各事業主体が基盤整備や各種試験調査等を行ってきたところである。 
その中で、各事業における課題を克服し、より生産性の向上を図るため、先端技

術の導入など新たな取組を創意工夫しながら進めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ ミカンコミバエの再侵入警戒調査を実施し、侵入がないことを確認するととも

に、アフリカマイマイ等病害虫防除対策について試験研究を実施【都】[振興開発

補助金]（図５） 

＜トラップ調査＞ 

42 ヵ所 

＜果実分解調査＞ 

約 5,200 個 

○ 農業用水の安定供給と渇水対策を計画的に進めるため、かんがい施設整備を実施

【都】[振興開発補助金]（再掲） 
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⑸ 他産業との連携 

小笠原諸島における主要な産業である水産業と農業に関する振興の拠点として、

水産センター及び亜熱帯農業センターを開設している。 
水産センターは、調査・試験の研究成果を展示する施設として一部を一般公開し

ており、小笠原諸島の漁業、海洋生物を知ることができる観光施設としても活用さ

れている。亜熱帯農業センターにおいても、小笠原諸島の農業と貴重な固有植物へ

の理解・教育の場として活用されているほか、オガサワラオオコウモリのナイトツ

アーなど、観光資源としても重要な役割を果たしている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 水産センターの飼育観察棟で島民及び観光客向けに水槽の展示を行うとともに、

島内外の小中高校生の実習・見学等を受入【都】 

○ 亜熱帯農業センターでは、特産熱帯果樹の特性や農業センターで得られた試験成

果をパネルで紹介し、小笠原における農業について学べる場を提供【都】 

○ 営農研修所では、島内外の保育園児、小中高校生、大学生、新規就農希望者の実

習・見学等を受入【都】 

 

 

４ 雇用機会の拡充、職業能力の開発その他の就業の促進 

小笠原諸島での主要な産業の一つである農業においては、小笠原村農業経営改善計

画認定審査会の認定制度の活用による認定農業者の育成や、意欲ある新規就農者の確

保に努めている。 
また、漁業においては、漁業協同組合が自ら意欲のある人材の育成に努め、漁業の

後継者の確保に努めている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 離島漁業新規就業者特別対策事業交付金（離島の新規漁業就業者に対する漁船・

漁具等のリースの取組を支援）【国】 

○ 農業経営の強化・規模拡大を目指す農業者に対して中ノ平自立支援農業団地（露

地ほ場、鉄骨ハウス）、蝙蝠谷農業団地（耐風強化型ハウス）を有償で提供【村】

（再掲） 

○ 農業者の農地の確保及び規模拡大の観点から、平成 30 年より、蝙蝠谷農業団地の

活用を硫黄島旧島民のほか一般農業者にも対象を広げ、就農を支援【都・村】（再

掲） 

○ 亜熱帯農業センター（父島）では、平棚仕立てパッションフルーツ栽培における

最適な栽植密度の検討、レモンの剪定程度による収量性の把握等を実施。研究成果

を生産者に還元し、安定生産を支援【都】（再掲） 

〇 安定的な試験研究を遂行するため、亜熱帯農業センター圃場管理棟の設計委託を

実施【都】[振興開発補助金]（再掲） 

○ 営農研修所（母島）では、トマトの品種比較試験や障害果発生抑制試験、コーヒ
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ー等嗜好作物の現地適合や有利性の検討、カンキツ類の接ぎ木や取り木等の技術指

導や農業経営に関する研修、巡回指導、特産作物の実証展示を実施【都】（再掲） 

○ 意欲が高く就農間もない農業者に対して資金を交付（年間最大 150 万円）（経営

資金等）【国・都・村】（再掲） 

 

 

５ 住宅及び生活環境の整備 

⑴ 住宅 

父島・母島には、小笠原住宅を含む公的住宅のほか個人住宅、民間共同住宅、宿

舎等がある。小笠原住宅は、小笠原諸島へ帰島を希望する旧島民の帰島の促進並び

に小笠原諸島の住民生活の安定及び福祉の向上を図るため、昭和 44 年度から平成

18 年度にかけて、東京都が国の補助を受けて建設してきており、全世帯数の約３割

を占めている。 

また、外来種のイエシロアリにより住宅等への被害が甚大となっており、父島及

び母島それぞれの実情に応じた対策を実施している。 
老朽化した小笠原住宅については、計画的に建替えを進める必要がある。また、

島内では住宅用地の取得が難しく、建設コストも膨大であることから、個人住宅の

建設及び民間賃貸住宅の供給が進んでいない。そこで村では定住を促進するため、

分譲地の整備を行い、持ち家施策を進めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 

○ 父島清瀬アパートの建替えに向けて、造成工事に着手した。また、母島沖村アパ

ートの建替えに向けて、既存の集会所等除却工事に着手【都】 

〇 簡易耐火造の父島清瀬アパート及び母島沖村アパート建替えに向けて、新しい小

笠原住宅の建設計画説明会及び工事移転対象世帯への個別相談会を実施【都・村】 

○ 小笠原住宅の老朽化に伴う建替えに向けて、移管を前提とした今後のあり方につ

いて引き続き協議を実施【都・村】 

○ 持ち家政策としての分譲事業を推進すべく、父島奥村の分譲地の整備と村道の新

設を進めた。【村】 

○ 外来種のイエシロアリ防除対策について、母島北部で状況の悪化が見受けられる

ことから、母島に重点を置き、シロアリの南下を阻止するためモニタリング調査等

を含む根絶対策を実施。父島では人とシロアリの住み分け方針に基づき、調査駆除

を実施【村】 

 

⑵ 簡易水道 

水道については、復帰当初から集中的に生活基盤施設として整備が進められ、父

島・母島ともに簡易水道事業により給水している。父島・母島の老朽化した浄水場

の更新は完了したが、引き続き管路の老朽化に伴う更新工事や渇水対策を推進して

いく必要がある。 
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＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 父島東町・西町の老朽水道管の取替を実施【村】[振興開発補助金] (図６） 

〇 父島奥村分譲地内配水管新設工事の実施【村】 

〇 母島の老朽水道管の更新、更新詳細設計の実施【村】 

〇 井戸ポンプ制御盤更新【村】 

○ 計画的な水道施設整備及び維持管理を行うための小笠原村への指導・助言を実施

【都】 

 

⑶ 生活排水処理 

生活排水の処理については、父島では大村・清瀬・奥村地区、母島では元地地区

を中心に集落内の地域し尿処理施設（コミュニティ・プラント）の整備が進められ

てきた。コミュニティ・プラント整備区域以外においては、既存浄化槽の更新や新

築住宅への合併処理浄化槽の設置を推進している。現在、小笠原村の水洗化率は

100％となっている。 
塩害、強烈な紫外線等により施設の老朽化の進行が著しく、老朽化した施設の計

画的な更新・改良を進めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
〇 父島奥村分譲地内管渠新設工事の実施【村】［振興開発補助金］（図７） 

〇 施設改良詳細設計を実施【村】［振興開発補助金］（図７） 
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⑷ ごみ処理 

ごみ処理については、父島にクリーンセンター（焼却施設）、母島にリレーセンタ

ー（中継施設）を整備し、焼却残さは、父島の管理型処分場で埋立て処分を行ってい

る。 
また、島しょ部ならではの不利性を抱えながらも、資源物は分別収集を行い、島

外のリサイクル業者へ搬出してごみの減量化や資源の有効活用を行っている。 
さらに、既存焼却施設の機能の維持及び長寿命化を図るため、計画的な改修を進

めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 

○ 単純焼却量・埋立量削減のため、リサイクル率の向上に向けた、住民の意識啓発

やごみの減量化・資源の有効活用を実施【村】 

○ 焼却炉の年次精密点検・定期補修を実施し、予防保守による延命を実施【村】 

 
 
６ 保健衛生の向上 

住民の健康の維持、疾病の予防等を図るため、各種法令に基づき、健康診査や母子

保健、疾病予防等の保健衛生事業を総合的に進めている。 
また、小笠原村の人口規模や地理的特性等の地域の実情を踏まえつつ、医療や福祉

との連携を図っている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 

○ 情報共有と人的交流による安定的な保健活動の継続を目的に、「島しょ町村・保

健所保健師合同業務連絡会」を Web と集合のハイブリッド形式で開催【都】 

○ 保健師の定着や活動支援を目的として、都立精神保健福祉センター職員による

「動機付け面接技法」についての研修を Web と集合のハイブリッド形式で実施

【都】 

○ 特定健診の対象にならない 30 歳代の若年層への健康診査の実施や本土からの検

診班の招へいによる、受診機会の確保【都・村】 

○ 村や診療所の広報誌などにより、事業者・住民に対し健康診査を広報し、受診状

況の維持に努め、健康増進の意識向上を推進【都・村】 

 

 

７ 医療の確保 

小笠原諸島は、総合病院のある本土まで定期船で 24 時間もの長時間を要すること

から、医療の面では事実上、他の地域から孤立した状態にあり、極めて脆弱な医療体

制である。このような状況の下、父島と母島にそれぞれ中心となる医療機関として、

村立の診療所が開設されており、住民の一次医療機関としての役割のほか、小笠原諸

島周辺海域を航行する船舶等の救急患者にも対応している。 
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＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 自治医科大卒業医師の派遣や代診医派遣等による医師等の確保に対する支援、専

門医療の確保に対する支援等、各種補助事業を実施【都】 

○ 小笠原諸島振興開発事業としての各診療所の管理運営、医療機材整備等の実施に

よる一定の医療水準の確保【村】[振興開発補助金]（図８） 

○ 自衛隊等により救急患者を空路で本土の病院へ搬送。また、自衛隊機に搭載する

現場携行用医療資器材を更新し、自衛隊等の協力の下、救急患者搬送体制の維持・

確保を推進【都・村】 

○ 画像電送システムを活用し、島しょ地域、都庁及び都立広尾病院をインターネッ

ト回線で結び、東京都へき地医療連絡会での症例検討や各種研修を実施【都】 

○ 母島への出張リハビリサービスの提供を継続実施【村】 
○ 都立広尾病院、台東区立台東病院、小笠原村診療所との３機関において締結した

「入退院医療連携協力に関する覚書」に基づき、救急搬送された村民の療養期・回

復期における内地医療機関の円滑な入退院の受入れ体制及び帰島の支援体制を継続

【都・村】 

○ 内地受入医療機関と介護員の相互派遣研修を実施し、連携を強化【村】 

○ 母親と子供の健康保持と増進をはかる母子保健の向上に向け、妊娠及び出産にか

かる費用の一部支援を実施。また、内地分娩施設である東京北医療センター（宿泊

施設及び保育所を含む）と連携し、母子、家族を支援【村】 
○ 本土医療受診費用等に伴う、住民負担の軽減を引き続き実施【村】 
○ へき地保健医療対策費により、小笠原村に対し運営費の補助を実施【国】 

○ 医療施設等設備整備費により、小笠原村診療所及び小笠原村母島診療所に対し医

療機器購入の補助を実施【国】 

○ 分娩医療機関のない離島における妊婦の健康診査及び分娩の支援に要する経費に

対する特別交付税措置【国】 

 

（参考）救急搬送実績 
          

年度 

年 間 搬 送 実 績 
  島 別 内 訳 

（内） 父 島 母 島 硫黄島他 

件数 人数 
病院収容までの 

平均所要時間 

夜間 

件数 
件数 （夜間） 件数 

（夜

間） 

件数 

（夜間） 

Ｈ３０ ２４ ２８ ９時間１８分 (１３) １２ （８） ９ （５） ３（０） 

Ｒ１ ２３ ２３ ９時間２０分 （９） １６ （７） ５ （２） ２（０） 

Ｒ２ １８ ２０ １０時間１４分 （６） １１ （４） ４ （０） ３（２） 

Ｒ３ ２８ ２９ ９時間１０分 （９） ２１ （７） ５ （２） ２（０） 

Ｒ４ ２０ ２０ ９時間２７分 （６） １７ （６） ２ （０） １（０） 

 

 
出典：小笠原村の医療（小笠原村） 
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１ 事業概要

小笠原諸島は、本土から約1,000km離れた外海の離島であるとともに、航空路が未開設であ
り、総合病院のある本土まで定期船で24時間もの長時間を要することから、医療の面では事実
上、他の地域から孤立した状態にある。

このような状況の下、小笠原村では、島民、観光客、日本の南方海域を航行する船舶船員
等が受診できるよう、父島及び母島に診療所を設置し、医師や必要な機材等を確保して一定
の医療水準の維持に努めているが、診療所の運営については、国及び東京都の支援なしでは
困難な状況である。

そのため、診療所の管理運営に係る経費（人件費や医療機材整備費等）に対して支援を実
施した。

２ 事業主体 ：小笠原村

診療所概要

小笠原村診療所 小笠原村母島診療所

診療所運営への支援 図８

名称
父島 母島

小笠原村診療所 小笠原村母島診療所

施設

鉄筋コンクリート造２階建て
延床面積 2,268.96㎡
診察室 ３室（医科２、歯科１）
病床数 ９室９床

鉄筋コンクリート造２階建て
延床面積 743.3㎡
診察室 ２室（医科、歯科各１室）
病床数 ２室４床

スタッフ

[医科]医師 ３名（内、都派遣医師１名）
看護師 ９名、助産師 １名
薬剤師 １名、X線技師 １名
理学療法士 １名
臨床検査技師 １名
栄養士１名、調理師３名

[歯科]医師、技工士、衛生士 各１名
[事務]課長以下４名
[その他]併任職員（都保健所）

⇒Ｘ線技師

[医科]医師 １名（都派遣医師）
看護師 ２名
助産師 １名

[歯科]医師、衛生士 各１名
[事務]常駐職員なし

（会計年度任用職員が対応）
⇒役場母島支所職員が応援

診療科目
内科、小児科、外科、整形外科、産婦人科、眼
科、耳鼻咽喉科、皮膚科、精神科、歯科

内科、小児科、外科、整形外科、産婦人科、眼
科、耳鼻咽喉科、皮膚科、精神科、歯科

診療実績
（令和４年度）

[医科]
年間外来患者数 8,977人
１日平均患者数 37.9人（外来237日）
年間入院患者数 29人
年間入院実日数 77日
[歯科]
年間外来患者数 1,288人
１日平均患者数 5.4人（外来237日）

[医科]
年間外来患者数 2,739人
１日平均患者数 11.5人（外来237日）
年間入院患者数 6人
年間入院実日数 12日
[歯科]
年間外来患者数 1,503人
１日平均患者数 6.4人（外来237日）
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８ 高齢者の福祉その他の福祉の増進 

⑴ 高齢者・障害者福祉 

小笠原村の高齢化率は約 17％と全国（約 29％）や東京都全域（約 23％）と比べる

と低いものの（令和５年１月１日現在）、高齢者の数は年々増加している。現在、高

齢者福祉においては、在宅での福祉サービスを中心に施策を展開している。なお、

専門性を要する介護・福祉人材が慢性的に不足しており、サービスの充実を図るう

えで、課題となっている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 

○ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置【国】 

○ 離島等サービス確保対策事業によって町村の取組を支援【国】 

○ 離島等サービス確保対策検討委員会を開催【都】 

○ 都全域における介護人材の確保及び資質向上を図るため、介護人材向けの研修を

実施【都】 

○ 離島等地域における、地域外からの人材確保や資質向上に取り組む町村を支援【都】 

○ 島しょ地域等の医療従事者等に対し、認知症医療に関する専門的な助言等を行う

島しょ地域等認知症医療サポート事業を実施【都】 

○ 島しょ地域の医療従事者、介護従事者、行政職員及び地域住民等に対し、地域特

性に応じた研修等を行う島しょ地域等の認知症対応力向上研修を実施【都】 

○ 地域ケア会議の開催【村】 

○ 認知症初期集中支援チーム事前会議を開催（WEB 会議）【村】 

 

⑵ 児童福祉 

父島・母島ともに保育施設が整備されており、待機児童はほぼ発生していない。 
また、幼児の多い父島では、行政による保育サービスのほか、社会福祉協議会によ

る３歳児・４歳児を対象とした保育サークル活動や学童保育に取り組んでいる。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 母島村民会館及び母島保育園の令和５年度建替え着手に向けた準備【村】 

○ 子供家庭支援センターの運営経費等について、包括補助により支援【都】 

○ 東京都児童相談センターの専門家が巡回相談で来島した際に、虐待を受けている

児童等に係る情報共有と適切な連携を図る場である「要保護児童対策地域協議会」

を開催【村】 

 

⑶ 地域福祉 

父島では地域福祉センター、母島では村民会館を整備してきており、それぞれ地

域における福祉活動の拠点として利用されている。 
父島・母島とも、施設内に地域福祉の担い手である社会福祉協議会の事務局を配

置し、ボランティア活動、福祉の普及啓発、コミュニティ活動等、地域福祉活動を行

っている。 
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＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 母島村民会館及び母島保育園の令和５年度の建替え着手に向けた準備【村】 

 

 

９ 自然環境の保全及び再生並びに公害の防止 

⑴ 自然環境の保全・再生 

小笠原諸島は、平成 23 年６月に世界自然遺産に登録される前から、豊かで貴重な

自然環境の保全のため、行政機関・関係団体等による自主ルールの運用や、南島及

び母島石門一帯における東京都版エコツーリズムの実施等により、自然環境の適正

な利用と保護の取組を推進している。 
また、国、東京都、小笠原村、NPO、関係団体、住民等の連携により、外来種対策

や植生回復事業など、自然環境の保全・再生事業の取組を行った結果、平成 26 年５

月には、聟島列島において戦後初めてアホウドリが繁殖するなど、一定の成果がみ

られる。 
一方で、グリーンアノールなどの外来種等が原因で、生息数、生息域等が縮小し

た種もおり、関係機関・団体が連携し、自然環境の保全・再生に係る事業を継続し

て実施している。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 父島においてノヤギの駆除を実施【都】[振興開発補助金] 

○ ノヤギの駆除が完了した聟島列島、兄島、弟島における植生回復事業、希少種保

全のため鳥類等の調査を継続的に実施【都】[振興開発補助金] 

○ 世界遺産委員会からの要請事項である外来種対策として、モクマオウなどの外来

植物等の排除を実施（小笠原生態系保全アクションプランにより、関東地方環境事

務所、関東森林管理局、東京都及び小笠原村が役割分担）【都・村】[振興開発補助

金] 

○ 小笠原世界遺産センター動物対処室において、希少野生動物の保護や愛玩動物の

適正飼養の推進による新たな外来種の侵入・拡散リスクの低減に関する事業を推進

【村】 

○ 南島及び母島石門において、自然の保護と利用の両立を図るため、東京都版エコ

ツーリズムとして、自然ガイドの養成、自然環境のモニタリング等を実施し、実態

等を踏まえた利用とルールについて調整。また、村の陸域ガイドの質の向上を図る

ため、登録ガイド制度を運用【都・村】[振興開発補助金]  

〇 父島において、オガサワラカワラヒワの保全のため、都立動物園と連携して本種

の生息域外での飼育・繁殖の試みを実施【都】[振興開発補助金] 

○ 遺産地域等貴重な自然環境保全推進事業（世界自然遺産地域における科学的知見

に基づいた順応的保全管理の実施）【国】 

・陸産貝類の保全、グリーンアノール対策等に関するワーキンググループ等にて、

効果的な対策の検討を行い、保全管理を実施。 

・世界遺産登録、外来種対策等状況の変化及び新たな知見を踏まえ平成 30 年３月に
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改定した「世界自然遺産小笠原諸島管理計画」を運用しており、令和５年度の同

計画改定に向けた作業を実施。 

・世界遺産の管理及び情報発信の拠点となる小笠原世界遺産センターを活用してい

る。 

 

⑵ 自然公園 

小笠原諸島は、優れた自然の景観と特異な生態系を持ち、集落地域、農業地域以

外の大部分が国立公園に指定されている。小笠原国立公園においては、公園計画に

基づき、次の２点に重点を置き整備を進めている。 
① 小笠原諸島の優れた自然景観を保全し、固有動植物の保全を図るなど、自然の 

保護及び適正な利用の両立を図る。 
② 老朽化した施設の適正な更新を行うことで、観光客を含めた利便性の向上及び安

全の確保を図る。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 老朽化や過酷な自然条件にさらされていることにより利用者に危険な状態となっ

ている園地・歩道を改修し、安全・快適性を確保【都】[振興開発補助金]（図９） 

○ 国立・国定公園の海域適正管理強化事業（ウミガメや海鳥の繁殖地等における海

岸ゴミ清掃、海域公園地区における水温計測等）【国】 

○ グリーンアノール対策事業による小笠原国立公園父島列島グリーンアノール重点

防除業務の継続等【国】 

 

⑶ 都市公園 

都市公園（大神山公園（父島））の整備に当たっては、住民の憩いの広場として、

更には観光客の利用拠点としての場を提供していくよう、ビジターセンター（自然公

園施設）で大神山公園の自然環境情報や案内図等を紹介してビジターセンターと大神

山公園の相互利用を促進するなど、自然公園との連携を図りながら進めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 大神山地区において、在来植物の保全、小笠原固有の自然環境の観賞や来園者の

利便性・安全性の向上を目的とした園地整備を実施【都】［振興開発補助金］（図 10） 
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⑷ 海岸漂着物対策 

海岸における良好な景観及び環境を保全するため、東京都では、海岸漂着物処理

推進法に基づく地域計画（小笠原諸島における海岸漂着物対策推進計画）を平成 25

年７月に策定し、海岸漂着物の回収・処理を行っている。近年、海岸漂着物の量が

増加傾向にあり、その処理方法等が課題となっている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 都、村等が事業主体となり、海岸漂着物約 23ｔを回収・処理（海岸漂着物等地域

対策推進事業）【国・都・村】 
 
⑸ 公害の防止 

小笠原諸島における公共事業が自然環境や景観などに与える影響を極力低減する

ことを目的に、都では「小笠原諸島の公共事業における環境配慮指針」等を定めて

いる。 
また、環境関連法や環境確保条例に基づく規制指導が実施されている。 

 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 工場の設置認可等及び指定作業場の設置等に係る事務処理時に、各種環境法及び

環境確保条例に基づく指導助言及び書類審査等を実施【都】 
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10 再生可能エネルギー源の利用その他のエネルギーの供給 

小笠原村では父島・母島ともに、主に電力事業者による内燃力発電により電力が供

給されているほか、村施設や小・中学校の公共施設等への太陽光発電設備の導入を進

めている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
〇 環境省の提唱する「ゼロカーボンシティ」を宣言し、CO2 削減の取組のはじめの

一歩として、家庭における省エネ家電製品の買換えへの補助事業を開始【村】 

○ ゼロエミッションアイランドの実現に向けた取組の一環として、東京都、小笠

原村及び東京電力パワーグリッド株式会社の三者で、母島において１年間のうちの

半年程度、太陽光発電のみで電力供給を行うことを目標とした実証事業（母島再生

可能エネルギー１００％電力供給実証事業）について、協定に基づき調査等を継続

【都・村】 

〇 島しょ地域に位置する町村営公共施設、事業所及び住宅等に対し、太陽光発電

設備及び蓄電池の導入補助を開始【都】 

○ 島内におけるプロパンガスの価格及び供給の安定のため、プロパンガスの運搬

に要する費用に対する補助を継続【都】 

○ 本土と比較して割高となっている離島へのガソリンの輸送費等について、追加

的に生ずる流通コスト相当分を補助することで、ガソリン小売価格の低廉化を支援

（離島のガソリン流通コスト対策事業）【国】 

 

（参考）小笠原村の太陽光発電設備設置箇所 

太陽光発電設置場所 発電容量(kw) 
小笠原村診療所 50.0 
地域福祉センター 10.0 
小笠原村情報センター 5.5 
都立小笠原高校 20.0 
奥村交流センター 20.0 
母島小中学校 50.0 
母島長浜トンネル（独立） 5.0 
母島ソーラーポンプ場（独立） 32.0 
扇浦新浄水場 22.0 
扇浦交流センター 10.2 
小笠原世界遺産センター 5.5 
合計（ｋＷ） 230.2 
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11 防災及び国土保全に係る施設の整備 

⑴ 防災対策 

小笠原諸島は、台風、大雨、津波等の災害を受けやすい条件にあり、これまでも

昭和 35 年のチリ地震による津波や昭和 58 年の台風 17 号により、大きな被害を受け

ている。 
近年では、平成 12 年及び平成 22 年に、小笠原諸島近海を震源とする震度４、マ

グニチュード７を超える近地地震による津波、また、平成 23 年には東日本大震災に

伴う津波が発生したこと等により、住民の防災意識は高まっている。 

現在、南海トラフ地震等による大規模津波の襲来が、小笠原諸島にも想定されて

おり、国や東京都による被害想定では、居住地域の大部分が津波による浸水地域と

なる可能性が示されている。 
また、土砂災害については、小笠原村において平成 30 年度に土砂災害防止法に基

づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定がなされている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 「津波対策に関する島しょ町村との連絡会」において、令和４年５月に公表した

「首都直下地震等による東京の被害想定」に基づいた津波浸水ハザードマップ基本

図の更新や津波防災地域づくり法に基づく津波浸水想定などの津波防災に関する情

報について共有【都】 

○ 災害備蓄用の食料・飲料水 7 日分を目安に、村民に対して一層の家庭備蓄の推進

を広報【村】 

○ 災害時における避難行動要支援者リストを作成し、防災部門・消防団・福祉部門

で情報共有【村】 

 

⑵ 国土保全対策 

小笠原諸島は台風の常襲地帯であり、土砂災害から住民や観光客の生命と財産を

守るため、砂防、地すべり対策を実施している。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 八ツ瀬川上流三支川（父島）及び大谷川支川（母島）において、それぞれ堰堤工

（２基）を整備【都】［振興開発補助金］ 
〇 小学校を対象に、土砂災害に関する出前講座を実施【都】 
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12 教育及び文化の振興 

⑴ 教育 

小・中学校は父島・母島にそれぞれ設置され、高等学校については、都立小笠原

高校が父島に設置されており、校舎をはじめ体育館、プール、屋外運動場等の学校

施設が整備されている。学校教育の場であることはもとより、住民のスポーツ・文

化などの社会教育の場として、寄与してきた。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 父島の小笠原小中学校の建替えに関して、体育館・プール棟の第１期工事に着手

【村】［振興開発補助金］（図 11） 
○ 全ての小・中学校、高等学校を対象に島しょ地域研修支援事業を実施し、指導主

事を派遣したほか、若手教員育成研修、中堅教諭等資質向上研修の実施等により、

人材育成のための支援体制の充実に向けた取組を実施【都】 

○ 都立小笠原高校における指導の充実のため、加配教員を１人配置【都】 

○ 高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっている通学費、居住費

に要する経費を支援する都に対する補助（離島高校生修学支援事業）【国】 

 

 

（参考）小笠原村の教育施設 

施設 教室数 
校舎 校地面積 

    ㎡ 
体育館 

    ㎡ 
プール 

面積 ㎡ 構造 

小笠原小学校 
普通８ 

特別３ 
1,561 鉄筋コンクリート 13,394   796 建設中 

小笠原中学校 
普通３ 

特別７ 
1,229 鉄筋コンクリート  4,325 

小笠原小 

と共用 
建設中 

母島小中学校 
普通７ 

特別 10 
2,395 鉄筋コンクリート 10,434   784 25×11m 

小笠原高等学校 ‐ 2,864 鉄筋コンクリート 36,218  2,389 
 

 

 
 

（参考）児童・生徒、学級数 
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（参考）教職員数
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⑵ 文化・スポーツ 

小笠原諸島には世界的にも貴重な動植物や地域性豊かな歴史・文化があり、特別

天然記念物のメグロをはじめ、学術上貴重な文化財が数多く存在しており、世界自

然遺産登録を契機に、世界中から小笠原諸島特有の歴史及び文化への興味が高まっ

ている。 
こうした文化財の適切な保護・活用を図るため、小笠原村文化財保護審議会が設

置されているほか、都では小笠原諸島に存する有形・無形の文化財の保存伝承及び

その活用に関する指導・助言を行っている。 
また、南洋踊りや小笠原の民謡など小笠原諸島特有の文化については、学校教育

や地域でのイベントなど様々な場面で取り入れられているほか、島内で開催する住

民向けのスポーツ大会への支援などを行っている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 島しょ芸術文化振興事業において、小笠原村から希望があった寄席公演について

は、令和 4年 11 月 28 日に父島、29 日に母島で感染拡大防止対策を徹底した上で実

施【都】 

○ 天然記念物オガサワラオオコウモリによる農産物等への食害対策を行う村への補

助を実施（文化財保存事業費関係国庫補助金・東京都文化財保存事業費補助金）【国】 

○ 文化財保護及び活用を検討するため、文化財保護審議会（書面）を開催【村】 

○ 11 月に実施予定であった父島・母島両島民が参加する「父母交流スポーツ大会」

については、新型コロナウイルス感染症の影響により中止【都】 

 

 

13 観光の開発 

⑴ 観光資源の開発と観光振興 

小笠原諸島における観光にとっての最大の地域資源は、豊かで貴重な自然環境で

あることから、都や小笠原村では、エコツーリズムを基軸とした観光を推進してい

る。 
平成 23 年６月の世界自然遺産登録を受け、教育旅行及びシニア層の入り込みは一

時的に大きく増加した後、一旦、落ち着きを取り戻し、現在は再び増加傾向にある。

一方、外国人観光客については、世界自然遺産登録以降、微増傾向にある。 
このような状況の中、小笠原諸島では、世界自然遺産としての貴重な自然環境の

保全と観光利用の両立とを図る視点に立ち、国、東京都及び小笠原村が、魅力の発

信と合わせた普及啓発活動を進めている。 
また、遊歩道や遊歩道に隣接する管理道路、及び都市公園等の整備や維持管理に

より、観光客が自然を楽しむための環境整備が行われている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 世界自然遺産地域における継続的な旅行者誘致を図るため、コロナ禍以降におけ

る外国人旅行者の小笠原諸島への旅行ニーズについて、①来島外国人②海外在住外
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国人③メディアを対象に調査を実施し、分析結果を小笠原諸島の観光諸団体に共有

【都】[振興開発補助金] 
〇これからの小笠原村における観光の基本的な考え方や方向性を示した「小笠原村観

光ビジョン」を策定【村】 

○ 観光客の満足度向上を図るため、定期航路利用の来島者にアンケートを実施し、

分析結果を観光諸団体に提供【村】 

○ 小笠原ファンの情報発信力を活用することを目的としたアンバサダー制度を継続

して運用【村】 

 

⑵ 観光業と他産業の連携強化 

小笠原村では、観光の振興と第一次産業、第二次産業、第三次産業等の連携を促進

し、各産業がさらに発展することが可能となるよう、観光産業を柱とした他産業との

連携強化に向けた取組を行っている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 小笠原諸島の関係機関（東京都産業労働局観光部、東京都小笠原支庁産業課、東

京観光財団、小笠原村産業観光課、小笠原村観光協会、小笠原母島観光協会、小笠

原ホエールウォッチング協会、小笠原村観光局、小笠原海運）により月に一度会議

を開催して、最新情報の共有、観光施策の連携、各種課題等の検討を実施【村】 

○ 観光業と第一次産業との連携強化に向けた取組を検討【村】 
 

 

14 国内及び国外の地域との交流の促進 

小笠原諸島は世界自然遺産登録を契機に、自然環境をはじめ、特異な歴史や独特の

伝統・文化に対して国内外からの関心が高まっている。 
近年では、修学旅行をはじめとした教育旅行等の積極的な誘致を図り、本土の小学

校から大学に至るまで、多くの児童・生徒・学生が来島し、小笠原村の児童・生徒を

はじめとする住民との交流を進めている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 小笠原村観光局と連携し、教育旅行の新規校の誘致活動を実施。また、過去に教

育旅行を実施していた学校に対しても再度、来島していただけるように誘致活動を

実施【村】 

○ 八丈町による町民の小笠原親善訪問事業や南アルプス市との中学生親善交流事業

等、友好市町村との交流はコロナ禍において中止【村】  
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15 振興開発に寄与する人材の確保及び育成 

各産業分野において、本土からの専門家による講演会の実施や先進事例の視察等を

通じて、人材の確保・育成を行っている。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 亜熱帯農業センター及び営農研修所において、パッションフルーツの品評会や立

毛会等を開催し、生産者間の栽培技術の向上に努めた。試験研究で得られた成果に

ついて、島内生産者部会での報告や巡回指導等により情報提供【都】 

○ 営農研修所では、生産者部会等に参加し、栽培指導や収穫見込の算出、試験成果

の普及等を実施【都】 
○ 南島及び母島石門において、自然の保護と利用の両立を図るため、東京都版エコ

ツーリズムとして、自然ガイドの養成、自然環境のモニタリング等を実施し、実態

等を踏まえた利用とルールについて調整。また、村の陸域ガイドの質の向上を図る

ため、登録ガイド制度を運用【都・村】[振興開発補助金]（再掲） 

○ 農業経営の強化・規模拡大を目指す農業者に対して中ノ平自立支援農業団地（露

地ほ場、鉄骨ハウス）、蝙蝠谷農業団地（耐風強化型ハウス）を有償で提供【村】

（再掲） 

○ 農業者の農地の確保及び規模拡大の観点から、平成 30 年度より、蝙蝠谷農業団地

の活用を硫黄島旧島民のほか一般農業者にも対象を広げ、就農を支援【都・村】（再

掲） 

  

16 振興開発に係る事業者、住民、特定非営利活動法人その他の関係者間における連携 

及び協力の確保 

振興開発の各施策を進めるに当たっては、それぞれの施策の内容に応じて、行政機

関、住民、関係団体、NPO 等と連携して協力を行っている。 
 

＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 外来種対策事業等において村民や地元 NPO との協働による取組を実施。【村】 

 
17 帰島を希望する旧島民の帰島の促進 

帰島を希望する旧島民を受け入れるための環境整備を図るとともに、硫黄島及び北

硫黄島においては一般住民の定住が困難であることから、父島及び母島への集団移転

事業に類する措置を行っていく。 
 
＜令和４年度の主な取組＞ 
○ 旧島民の帰島促進のため、「小笠原諸島生活再建資金貸付」による特別の金融対策

の実施【都】 
○ 父島及び母島への集団移転事業に類する措置を引き続き実施【都・村】 


